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研究成果の概要（和文）：　本研究では、中国の対外政策をめぐるアクターの多元化、および政策の決定・執行過程の
変化などの問題を、中国と周辺国との関係性の変化を題材としながら検討した。研究期間の前半では、中国の経済力の
伸張が中国の周辺国に大きな刺激を与え、中国と陸続きの周辺国との間でダイナミックな経済統合が進展している状況
を主に分析した。しかし他方で、中国は海で接する周辺国との間で2010年頃から摩擦を深刻化させてきた。そのため、
本研究も研究期間の後半は海洋問題に注力し、中でも漁業問題を中心に検討した。その結果、中国の対外的緊張の一因
が、国内社会の変化や党のガバナンスの弱さにあることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study focused on the transformation of Chinese political process related to t
he external decision-makings and policy operation. By reviewing the changes in the relationships between C
hina and its neighboring countries, the activities of various Chinese actors were widely confirmed to be e
xpanding. In general, China has been transforming the societies of her land-neighbors with its dynamic eco
nomic might in a constructive way, but escalating frictions on maritime issues with its sea-neighbors. Thu
s, this research paid more attention to the domestic mechanism of Chinese maritime decision-makings and po
licy operations during the latter period, taking research cases in the international fisheries disputes. I
t pointed out that the recent tensions over the sea surrounding China rooted deeply in the fast changes in
 Chinese domestic society as well as Communist Party of China's weak capacity on the social governance.
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１．研究開始当初の背景 
 1990 年代後半から 2000 年代前半にかけ、
中国政府は「新安全保障観」、「責任ある大国」
論、「マルチラテラル外交」などのスローガ
ンを次々と掲げた。これは国際問題で他国と
協調し「win-win」の結果を目指すことで、
より良い国際秩序を実現するという対外姿
勢の積極的アピールであった。こうした変化
は、国際関係論のコンストラクティビズムの
上では、国際社会における中国の「学習」の
結果と目され、本質的で不可逆的なものと考
えられてきた。 
 ところが 2000 年代後半に、中国は再び非
協調的な対外行動を増大させた。例示するな
らば、アフリカでの資源の乱開発、環境問
題に関する国際的合意形成の阻害、海軍や
海上法執行機関による南シナ海・東シナ海
での活動を活発化などである。こうした状
況から、中国の対外政策の変化がいかなる要
因によってもたらされているのか分析する
学問的・社会的必要性が生じた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、中国の対外行動の変化について
の新たな説明枠組みを提示し、中国が東アジ
ア国際秩序の展開にどのような影響をもた
らしつつあるのか、正確に把握することであ
った。 
 これまでの枠組みが説得力を失った原因
として、おおまかに次の二つの可能性が考え
られた。(1)国内で主流派の対外認識が再び
変化し、国際協調よりも自国の主権や国益の
擁護を重視するようになった。(2)対外政策
決定をめぐる国内的構図が変化し、1990 年代
末以降に国際協調を推し進めた人々の影響
力が縮小し、それ以外の勢力が台頭した。 
 本研究では、特に(2)の可能性に注目し、
中国の対外政策の調整・決定・執行メカニ
ズムの解明を試みた。なぜなら中国の対外政
策に関して、先行研究は中国の指導者や国際
関係分野の専門家（の認識や言動）を主たる
分析対象としてきた。だが、中国の対外活動
が活発化し、政策決定に関わるアクターが多
様化したことによって、伝統的な中国外交の
分析手法が通用しなくなり、研究対象範囲を
拡大する必要が生じたと考えられたためで
ある。 
 
３．研究の方法 
 中国の対外政策の調整・決定・執行メカニ
ズムの解明は重要な課題だが、研究遂行上の
困難も多かった。最大の障害は、中国の情報
統制であった。中国は事実上の一党独裁体制
であり、特に外交や軍事に関する情報は国家
機密として扱われ、自由な流通が許されない。
情報に通じた内外の研究者に対して、中国当
局が圧力をかけるケースも近年、急増してい
るため、情報収集には慎重さが求められた。
ただし注目すべきは、国際空間における中
国の動きが、この 10 年あまりの間に極め

て活発になってきたからこそ、情報ソース
が多様化したことである。本研究では、(1)
中国国内（および香港・台湾）の公的情報を
十分に活用しつつ、(2)中国の周辺国からも
中国の行動に関連する情報を収集する、とい
う 2トラック戦術を採用した。 
 中国の外交的地平が拡大しているため、本
研究は主たる関心を安全保障部門に置きな
がらも、それと経済や外交など他分野の相
互関係に着目し、中国の対外関係の重層性
の分析に努めた。また特にアジアにおいて
中国の影響力の伸張が著しいため、本研究
は分析の重点を中国と周辺国との関係に置
くこととし、中国と陸上国境を接する隣国、
そして海上国境を接する隣国を分けて考察
した。さらに、中国の諸外国の摩擦が特に
海洋問題で集中的に発生しつつあったこと
から、特に研究期間の後半においては、中
国の漁業産業の検討を通して、中国の対外
強硬姿勢の原因を分析した。 
 
４．研究成果 
 本研究の分析結果は以下の通りであった。 
 
(1)陸上国境を接する隣国と中国との関係は、
総じて安定している。国境が未画定で、とき
に武力衝突が発生するインドとの間ですら、
毎年、両国の公安部門間で対話の機会が持た
れており、中国政府は国境（もしくは実効統
治線）の安定的管理に積極的姿勢を見せてい
た。東南アジア諸国では、中国の発展に刺激
された形で経済開発が進んでおり、両者間の
経済統合が急速に進展している。相手国と中
国をつなぐインフラの建設においては、中国
の国営企業が大きな役割を担う場合が多く、
国をまたぐ開発計画の策定や実施において
は中国側の地方政府（特に省レベル）がイニ
シアチブを発揮している。しかし中国と周辺
国の経済統合が中国側の官主導で行われて
いると考えるのは、必ずしも正確ではない。
財政的制約を抱える中国政府は、民間人の対
外活動を制度的に奨励している。周辺国で新
たにチャイナ・タウンを形成し、その経済発
展の一翼を担う中国人の多数が、当局の後ろ
盾を持たない一般の民間人なのである。 
 
(2)上記に対して、海上国境を接する隣国と
中国との関係は、特に 2008 年ごろから急速
に緊張が高まっている。これは第一に、海上
国境をめぐっては陸上のような隣国間の伝
統的交流の歴史がなく、結局のところ諸外国
が経済力や技術力が向上した現代になって
ようやく開発に乗り出せるようになったと
いう事情がある。比較的新しい問題であり、
また 2000 年代後半には経済的・軍事的に中
国の台頭が顕著となったため、中国は海をめ
ぐる対外姿勢を積極化させ、海洋部の実効支
配の確立を目指すようになったとみられる。
中国が 1990 年代に海軍の拡大を図ったこと
はよく知られるが、中国自身も経済発展の継



続のために戦争は望んでいない。そのため
2000 年代後半以降、中国において海洋部の実
効支配拡大のために主たる役割を担うこと
になったのが、海上法執行機関としての国家
海洋局であり、また海に関連した生産活動を
行う漁民や石油企業であった。本研究では、
海をめぐる異なるアクター間の相互関係を
検討するために、特に国際的な漁業紛争を取
り上げた。 
 
(3)中国経済において、漁業はほとんど重み
を持たない。しかし漁業問題は、国民のナシ
ョナリズムに訴える大きな力を持つことが
ある。本研究では、中国と周辺国との間の漁
業問題をいくつか取り上げ、中国共産党、中
央政府、地方政府、漁民、メディアなどの関
係性を検討した。その結果まず、近年の中国
漁業の不振、そして漁民の操業域の拡大が、
沿海地域の環境汚染や乱獲など、中国の国内
統治の失敗にあることが指摘された。すなわ
ち中国の国内的不備によって、中国と周辺国
との漁業摩擦は急激に拡大していた。第二に、
中国当局は通常はそうした状況の改善を図
らず、問題をほとんど放置しており、中国漁
民が当局の統制下にあるというステレオタ
イプ的な認識は必ずしも正確でないことが
わかった。むしろ、国際的漁業事件が発生し、
メディアがそれを（たとえ中国漁民の側に明
らかな非がある場合でも）国民感情に訴える
形で報道してはじめて、当局は対応に動いて
いた。漁民の側も、船が外国当局に拿捕され
た場合などには、自分に有利な結果を求めて
メディアに介入を要請していた。第三に、い
ったん事件が報道されれば、中国の指導者は
事態の国内的収拾のため、しばしばより強硬
な姿勢をとる傾向が見られた。以上をまとめ
ると、中国と周辺国との摩擦の増大は、中国
当局が国内で諸アクター間の利害調節機能
を果たせず、結果的に国内問題を海外にスピ
ル・オーバーさせていることによるというこ
とができる。 
 
 本研究では、中国の対外政策の伝統的常識
を覆すいくつかの発見があった。研究代表者
は多くの学会や国際会議で成果の一部を英
語・中国語などで公表しており、その経験は
今後の国際的な活躍に多いに資するもので
ある。しかし残念ながら、こうした成果はま
だ英語のジャーナル論文の形で十分にまと
められていない。研究代表者は今後、この作
業を継続しつつ、中国台頭をめぐる世界的デ
ィスカッションに積極的に参加していく予
定である。 
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